
平成３０年度 岡山県日本型直接支払等推進委員会 次第

日時：平成30年5月23日(水) 13:30～16:00

場所：ピュアリティまきび 2階 ルビーの間

１ 開 会

２ 挨 拶

３ 協議事項

(1) 平成２９年度 多面的機能支払交付金の実施状況について

(2) 平成２９年度 中山間地域等直接支払交付金の実施状況について

(3) 平成２９年度 環境保全型農業直接支払交付金の実施状況について

４ 閉 会



傍  聴  要  領  

 

 

 

岡山県日本型直接支払等推進委員会 

 

１ 傍聴する場合の手続 

（１）会議の傍聴を希望する方は、会議の開会予定時刻１０分前までに、会場受付で

氏名及び住所を記入し、事務局の指示に従って会場に入室してください。 

（２）傍聴の受付は、先着順で行い、定員になり次第、受付を終了します。 

 

２ 会議の秩序の維持 

（１）傍聴者は、会議を傍聴するにあたっては、係員の指示に従ってください。 

（２）傍聴者が会議の傍聴をする場合に守っていただく事項に違反したときは、注意

し、なおこれに従わないときは退場していただくことがあります。 

 

３ 会議を傍聴する場合に守っていただく事項 

傍聴者は、会議を傍聴する際は、次の事項を守ってください。 

（１）会議開催中は、静粛に傍聴し、拍手その他の方法により、言論に対して公然と

可否を表明しないこと。 

（２）騒ぎ立てる等、議事を妨害しないこと。 

（３）会場において、飲食又は喫煙を行わないこと。 

（４）会場において、写真撮影、録画、録音等を行わないこと。ただし、あらかじめ

審議会の会長の許可を得た場合はこの限りではない。 

（５）その他会場の秩序を乱し、会議の支障となる行為をしないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



岡山県日本型直接支払等推進委員会 名簿

平成３０年５月２３日（水）

ピュアリティまきび ルビーの間

所 属 役 職 氏 名 備 考

元 岡山県６次産業連携ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 内田 千栄
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環境生命科学研究科
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員
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岡山大学大学院 教 授 横溝 功
環境生命科学研究科
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耕地課 課 長 細川 信佳

計画班 主 幹 川上 潤

岡 (多面的機能支払)

主 任 山下 晴美

農村振興課（事務局） 課 長 板野 豊彦

山

中山間地域農業推進班 総括副参事 宇野 誠二

(中山間地域等直接支払)

副 参 事 平田由起子

農産課 課 長 西田 豊

県

安全農業推進班 総括副参事 徳田 武志

(環境保全型農業直接支払)

副 参 事 小山 利紀



岡山県日本型直接支払等推進委員会 配席図

平成３０年５月２３日（水）

ピュアリティまきび ルビーの間

横溝委員長

○ ※委員は名簿順に着席

中川委員 ○ ○ 内田委員

西村委員 ○ ○ 江草委員

藤岡委員 ○ ○ 九鬼委員

○ ○ ○ ○ ○

(説明時)班長 担当 板野 細川 西田

(開会時)宇野班長 課長 課長 課長

○ ○ ○ ○ ○ ○

宇野 平田 川上 山下 徳田 小山

班長 副参事 主幹 主任 班長 副参事

○ ○ ○ ○ ○ ○
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岡山県日本型直接支払等推進委員会設置要領

（目的）
第１条 本県における日本型直接支払制度(多面的機能支払、中山間地域等直接支払

及び環境保全型農業直接支払)の実施及び農業振興地域制度の運営に当たり、透明
性を確保し、明確かつ客観的な基準の下に適正な執行を行うため、岡山県日本型直
接支払等推進委員会（以下「委員会」という。）を設置する。

（所掌事務）
第２条 委員会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項について協議する。

(1) 多面的機能支払制度に係る事項
ア 交付金の実行状況の点検、対象組織の取組の評価等に関すること。
イ 活動組織の取組状況の評価及び指導助言に関すること。

(2) 中山間地域等直接支払制度に係る事項
ア 交付金の実行状況の点検に関すること。
イ 市町村における地域指定状況の評価に関すること。
ウ 知事の定める特認基準についての検討等に関すること。

(3) 環境保全型農業直接支払制度に係る事項
ア 交付金の実行状況の点検に関すること。
イ 農業者団体等の取組の評価及び指導助言に関すること。

(4) 農業振興地域制度に係る事項
岡山県農業振興地域整備基本方針の作成(変更)への意見に関すること。

(5) 前各号に掲げるもののほか、前条の目的を達成するために必要な事項に関する
こと。

（委員の構成）
第３条 委員会は、次の区分の委員８名以内で構成する。

(1) 学識経験者
(2) マスコミ関係者
(3) 経済・消費者団体関係者等

（委員の任期）
第４条 委員の任期は、平成３２年３月３１日までとする。
２ 委員が都合により辞任した場合、必要に応じ、委員会の同意により、委員を補充

するものとし、その場合の任期は前任者の残任期間とする。

（委員長）
第５条 委員会に委員長を置き、委員の互選により決定する。
２ 委員長は委員会を代表し、会務を総括する。
３ 委員長に事故があるときは、委員長があらかじめ指名する委員がその職務を代理

する。

（会議）
第６条 委員会は必要に応じて召集し、委員長が議長を務める。

（事務局）
第７条 事務局は岡山県農林水産部農村振興課内に置く。

（その他）
第８条 この要領に定めるもののほか、委員会の運営に必要な事項は委員会において

別に定める。

附 則
この要領は、平成２７年４月１３日から施行する。



岡山県日本型直接支払等推進委員会委員名簿

平成28年10月現在

区 分 氏 名 所 属 備考

学識経験者 九鬼 康彰 岡山大学大学院環境生命科学研究科・准教授

(環境理工学部)

横溝 功 岡山大学大学院環境生命科学研究科・教授

(農学部)

マスコミ 藤岡 慎吾 山陽新聞論説委員会・委員

(H28.9.1から）

内田 千栄 元 県６次産業連携コーディネーター

経済・消

費団体関

係者等 江草 聡美 株式会社バイトマーク

シニア野菜ソムリエ

中川 初美 (一社)岡山県婦人協議会・副会長

西村 宰 (一財)岡山経済研究所・主任研究員

吉澤 威人 岡山県商工会連合会・会長

※敬称略 区分内で五十音順



 

 

 

 

 

 

平成 29 年度 

多面的機能支払交付金の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年５月 

岡山県農林水産部 

  

平成 30年度 第１回 

岡山県日本型直接支払等推進委員会資料 

資料Ｎｏ．１ 

© 岡山県マスコット「ももっち」「うらっち」と仲間たち 



○ 施設の適正な管理を行うことで多面的機能の維持･発揮･増進が見込まれる。

○ 地域ぐるみの活動による集落機能の維持･強化が見込まれる。

○ 施設の管理を地域で支えて、担い手の負担軽減や規模拡大を後押しする。

○ 集落の共同活動等により、地域の活性化が図られる。

農地維持支払

多面的機能支払

対象者：農業者等により構成される活動組織

○ 農業・農村は、国土保全や水源かん養等の多面的機能を有しており、その利益は

広く県民全体が享受しているが、近年、農村地域の高齢化、人口減少等により、こ

れまで地域の共同活動等によって支えられてきた多面的機能の維持や発揮に支障が

生じている。

○ また、地域の共同活動の困難化に伴い、水路、農道等の地域資源の維持管理に対

する担い手の負担が増大し、担い手の規模拡大が阻害されることも懸念されている。

多 面 的 機 能 支 払 交 付 金 の 概 要

資源向上支払

農業･農村の多面的機能をめぐる現状と課題

水路の泥上げ

鳥獣害防止柵の設置

老朽化した水路の更新

対象者：農業者及び地域住民等で構成される活動組織

①施設の軽微な補修（農地･水路･道路･ため池）

②農村環境保全活動（生態系保全･景観形成 等）

③多面的機能の増進を図る活動

（鳥獣害緩衝帯の設置 等）

田 2,400円/10a
畑 1,440円/10a
草地 240円/10a

交 付 単 価
田 3,000円/10a
畑 2,000円/10a
草地 250円/10a

①水路の泥上げ、農道の砂利補充等の

基礎的保全活動

②農村の構造変化に対応した体制の拡充･強化

③保全管理構想の作成等

①施設の長寿命化のための活動

（水路や農道などの施設の更新）

（施設の老朽化部分の補修）

田 4,400円/10a
畑 2,000円/10a
草地 400円/10a

施設の長寿命化のための活動を支援

地域資源の質的向上を図る共同活動を支援

※ ５年以上経過した地区 及び 施設の長寿命化に併せて取組む場合は交付単価の75％

※ ③多面的機能の増進を図る活動に取り組めない場合は交付単価の５/６

多面的機能を支える共同活動を支援

※ 農地維持支払と併せて取り組むことが必要

活動計画書に位置付けた「交付対象面積」により交付額を算定

［ 負担割合： 国 １/２ 、 県 １/４ 、 市町村 １/４ ］

期待される効果

※ 広域活動の条件を満たさず、かつ直営施工を実施しない活動組織は交付単価の５/６

※ 活動組織、１集落当たりの上限額は200万円
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平成29年度 多面的機能支払交付金の実施状況 

【農地維持支払】 
 農地維持支払交付金とは、農地・農業用水等の地域資源について、地域共同で行う、
水路の草刈り、泥上げ、農道の砂利補充などの日常管理と、地域資源の適切な保全管理
のための体制づくり等の推進活動を行う組織に対する支援である。 

 
交付金額： 412,751千円（平成28年度: 425,367千円 対前年比：0.97倍） 

 平成28年度 

Ａ  

 

平成29年度 

Ｂ 

前年との差 

Ｂ－Ａ 

対前年度 

Ｂ／Ａ 

市町村数 25 25 ０ 1.00倍 

対象組織数 513 517 ４ 1.01倍 

取組面積（ha） 14,758 14,287 ▲471 0.97倍 

カバー率(参考) 24.9％ 24.1％ ▲0.8％ 0.97倍 

※カバー率については、最新の対象農用地面積の値が未発表なので参考値として昨年の農用地面積で算出。 
 

○対象組織当たり平均面積:  27.6ha（全国平均: 80.1ha） 

○保全管理する施設: 水 路 4,686km 

           農 道 2,503km 

           ため池 1,237箇所 

○地目別取組状況: 田 12,715ha（89％）H28:13,027ha（88％） 

 （右図参照）  畑  1,563ha（11％）H28: 1,727ha（12％） 

         草地    9ha（０％）H28:    4ha（９％） 

  

［市町村別の取組状況］ ※大きい順に、（）の数字は前年比 

○組 織 数: 岡山市 61組織(+5)、吉備中央町 59組織(-1)、津山市 58組織(+4) 

○取組面積: 岡山市 3,088ha(+135)、津山市 2,202ha(+75)、吉備中央町 1,288ha(-37) 

○カバー率: 奈義町 85％(-1)、浅口市 61％(±0)、美咲町 56％(-10)、 

○取組を実施していない市町村: 早島町、里庄町 

 

《参考：全国の状況（見込み）》 

  農地維持支払は、47都道府県で取組。 

 平成28年度 

Ａ  

 

平成29年度 

Ｂ 

前年との差 

Ｂ－Ａ 

対前年度 

Ｂ／Ａ 

取組市町村数 1,422 1,429 ７ 1.00倍 

取組組織数 29,079 28,291 ▲788 0.97倍 

取組面積（ha） 225万１千 226万６千 1万５千 1.01倍 

      ※参考値：全国平均カバー率５４％（平成28年度実績） 

 

【資源向上支払（地域資源の質的向上を図る共同活動）】 
 資源向上支払(地域資源の質的向上を図る共同活動)とは、水路、農道等の施設の軽微
な補修、生態系保全や景観形成等の農村環境の保全活動等を行う組織に対する支援であ
る。 

田

12,715ha 

89%

畑

1,563ha 

11%

草地

9ha 

0%



 

 

交付金額： 206,116千円（平成28年度: 218,320千円 対前年比：0.94倍） 

 

 

 

 

 

 

 

［市町村別の取組状況］ ※大きい順に、（）の数字は前年比 

○組 織 数: 吉備中央町 59組織(-1)、岡山市 54組織(+6)、美咲町 45組織(-6) 

○取組面積: 岡山市 2,973ha(+194)、津山市 2,062ha(+50)、吉備中央町 1,288ha(-37) 
 

《参考：全国の状況（見込み）》 

     資源向上支払(共同活動)は、46都道府県で取組。 

 平成28年度 平成29年度 前年との差 対前年度 

取組市町村数 1,286 1,283 ▲３ 1.00倍 

取組組織数 23,279 22,298 ▲981 0.96倍 

取組面積（ha） 199万６千 200万１千 ５千 1.00倍 

 

【資源向上支払（施設の長寿命化のための活動）】 
 資源向上支払(施設の長寿命化のための活動)とは、老朽化した農業用用排水路等の施

設の長寿命化のための補修・更新等を行う組織に対する支援である。 
 

交付金額: 227,769千円（平成28年度: 218,062千円 対前年比：1.04倍） 

 

 

 

 

 

 
 

◆対象施設: 水路 190.1km、農道 120.6km、ため池 43箇所 

［市町村別の取組状況］ ※大きい順に、（）の数字は前年比 

○組 織 数: 津山市 32組織(+2)、吉備中央町 29組織(+3)、鏡野町 26組織(+1) 

○取組面積: 津山市 1,914ha(+44)、吉備中央町 887ha(+74)、笠岡市 638ha(+159) 
 

《参考：全国の状況（見込み）》 

      資源向上支払(施設の長寿命化)は、46都道府県で取組。 

 平成28年度 平成29年度 前年との差 対前年度 

取組市町村数 879 864 ▲15 0.98倍 

取組組織数 11,880 11,588 ▲292 0.98倍 

取組面積（ha） 67万６千 69万０千 １万４千 1.02倍 

 平成28年度 

Ａ 

平成29年度 

Ｂ 

前年との差 

Ｂ－Ａ 

対前年度 

Ｂ／Ａ 

市町村数 21 21 － － 

対象組織数 356 349 ▲７ 0.98倍 

取組面積（ha） 12,189 11,457 ▲732 0.94倍 

カバー率(参考) 20.5％ 19.3％ ▲1.2％ 0.94倍 

 平成28年度 

Ａ 

平成29年度 

Ｂ 

前年との差 

Ｂ－Ａ 

対前年度 

Ｂ／Ａ 

市町村数 17 17 － － 

対象組織数 176 180 ４ 1.02倍 

取組面積（ha） 6,753 6,903 150 1.02倍 

カバー率(参考) 11.4％ 11.6％ 0.2％ 1.02倍 



農地維持支払 資源向上支払【共同活動】 資源向上支払【長寿命化】

交付対象面積（ha）
カ

バー
率

交付対象面積（ha） 交付対象面積（ha）

田 畑 草地 計 田 畑 草地 計 (％) 田 畑 草地 計 田 畑 草地 計
2,774 179 0 2,953 21% 56 2,605 174 0 2,779 48 0 0 0 0 0

岡山市 11,924 1,887 178 13,988 2,904 183 0 3,088 22% 61 2,794 179 0 2,973 54 0 0 0 0 0

19 0 0 19 3% 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

玉野市 710 95 0 804 19 0 0 19 2% 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

139 3 0 142 32% 9 54 2 0 56 1 70 2 0 73 3

備前市 374 37 8 420 139 3 0 142 34% 9 54 2 0 56 1 70 2 0 73 3

68 3 0 70 3% 2 43 3 0 45 1 0 0 0 0 0

瀬戸内市 1,599 582 7 2,188 68 3 0 70 3% 2 43 3 0 45 1 0 0 0 0 0

253 42 0 296 13% 15 126 6 0 132 6 0 0 0 0 0

赤磐市 1,939 357 0 2,296 286 62 0 347 15% 17 126 5 0 132 6 0 0 0 0 0

170 13 0 182 20% 13 43 1 0 44 2 0 0 0 0 0

和気町 818 89 0 908 225 13 0 239 26% 16 59 2 0 61 3 41 1 0 42 1

1,124 201 0 1,325 54% 60 1,124 201 0 1,325 60 674 139 0 813 26

吉備中央町 1,915 443 54 2,411 1,082 206 0 1,288 53% 59 1,082 206 0 1,288 59 736 151 0 887 29

4,547 441 0 4,988 22% 156 3,995 386 0 4,382 118 744 141 0 886 29

備前局 19,278 3,490 247 23,015 4,723 470 0 5,193 23% 165 4,158 398 0 4,555 124 848 154 0 1,001 33

190 0 0 190 5% 1 0 0 0 0 0 621 0 0 621 2

倉敷市 2,358 1,162 0 3,519 190 0 0 190 5% 1 0 0 0 0 0 621 0 0 621 2

196 454 0 649 42% 8 170 452 0 622 3 27 452 0 479 2

笠岡市 564 971 5 1,540 210 458 0 668 43% 9 41 457 0 498 3 182 456 0 638 3

520 283 0 802 52% 8 520 283 0 802 8 138 66 0 204 5

井原市 911 665 59 1,635 291 92 0 383 23% 10 291 92 0 383 10 140 61 0 201 4

54 1 0 55 3% 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

総社市 1,781 128 0 1,909 54 1 0 55 3% 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

249 60 1 311 10% 33 45 22 1 69 6 8 3 1 12 1

高梁市 1,747 1,501 43 3,291 255 60 1 317 10% 34 33 21 1 55 5 0 0 0 0 0

306 21 2 329 9% 32 95 18 0 113 7 23 1 0 24 2

新見市 2,179 1,076 414 3,669 277 21 2 300 8% 31 38 18 0 56 4 23 1 0 24 2

300 100 0 400 61% 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

浅口市 408 248 0 656 300 100 0 400 61% 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

早島町 69 1 0 70

里庄町 45 21 0 66

417 24 0 441 46% 15 417 24 0 441 15 97 11 0 109 2

矢掛町 762 100 114 975 313 26 0 338 35% 10 313 26 0 338 10 82 14 0 96 2

2,231 943 3 3,177 19% 99 1,246 800 1 2,047 39 914 534 1 1,449 14

備中局 10,824 5,872 634 17,330 1,890 758 3 2,651 15% 97 715 613 1 1,329 32 1,048 532 0 1,580 13

2,039 88 0 2,127 52% 54 1,925 86 0 2,012 38 1,793 78 0 1,870 30

津山市 3,652 308 148 4,107 2,107 95 0 2,202 54% 58 1,970 92 0 2,062 41 1,831 83 0 1,914 32

373 13 0 387 8% 19 365 13 0 378 18 54 2 0 56 3

真庭市 3,446 497 1,099 5,042 370 6 0 376 7% 16 361 6 0 367 15 41 2 0 42 2

285 8 0 293 11% 17 285 8 0 293 17 127 4 0 131 8

美作市 2,375 352 0 2,728 308 8 0 316 12% 19 308 8 0 316 19 139 5 0 143 9

112 3 0 115 35% 9 59 0 0 59 4 54 3 0 57 4

新庄村 192 13 127 332 112 3 0 115 35% 9 59 0 0 59 4 54 3 0 57 4

788 28 0 816 49% 46 717 27 0 744 38 390 18 0 408 25

鏡野町 1,498 35 185 1,718 790 28 0 818 48% 46 714 27 0 740 37 401 18 0 419 26

315 32 0 348 28% 16 69 13 0 83 5 42 12 0 54 4

勝央町 926 311 0 1,237 324 32 0 356 29% 17 69 13 0 83 5 42 12 0 54 4

604 0 0 604 86% 18 528 0 0 528 14 587 0 0 587 17

奈義町 675 36 0 711 605 0 0 605 85% 18 529 0 0 529 14 588 0 0 588 17

11 0 0 11 7% 1 11 0 0 11 1 0 0 0 0 0

西粟倉村 151 3 0 154 11 0 0 11 7% 1 11 0 0 11 1 0 0 0 0 0

589 69 0 658 55% 27 363 56 0 419 13 470 60 0 530 18

久米南町 909 181 14 1,104 545 61 0 607 55% 26 318 49 0 367 12 426 53 0 478 17

1,133 102 0 1,235 66% 51 1,133 102 0 1,235 51 681 44 0 725 24

美咲町 1,516 193 144 1,853 931 101 5 1,037 56% 45 931 101 5 1,037 45 564 57 5 626 23

6,249 344 0 6,593 35% 258 5,455 305 0 5,761 199 4,198 220 0 4,419 133

美作局 15,339 1,929 1,717 18,985 6,102 336 5 6,443 34% 255 5,270 297 5 5,572 193 4,085 232 5 4,322 134

13,027 1,727 4 14,758 25% 513 10,696 1,491 3 12,189 356 5,856 895 2 6,753 176

岡山県 45,441 11,290 2,598 59,329 12,715 1,563 9 14,287 24% 517 10,143 1,308 8 11,457 349 5,978 918 5 6,903 180

※ 農振農用地面積は平成28年12月、岡山県農林水産部農村振興課 調べ 

多面的機能支払の市町村別　実施状況

市町村名
農振農用地面積（ha）

地
区
数

地
区
数

地
区
数

※ 現在のところ取組予定はない。

※ 現在のところ取組予定はない。

上段（28年度実績）

下段（29年度実施見込）
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１　協定の概要
 (1) 市町村促進計画の策定、協定締結市町村

協定締結
有

(25)

未締結
(0)

   注）「対象地域」は、直接支払の対象地域（全域又は一部）を有する市町村

 (2) 協定締結数

－１－

非対象地域　　(2)

　協定締結数は、平成28年度に比べて16協定、1.2％増加し、1,337協定となった。市町
村別で、集落協定等の締結数が最も多いのは、吉備中央町の194協定で、次いで真庭市の
179協定、高梁市、津山市の135協定の順となっている。

　集落協定数は、新規締結により津山市など10市町で19協定増加し、協定の統合により
津山市、赤磐市で２協定の減、赤磐市、美作市で２協定の廃止のため、全体で15協定の
増となった。新規締結のうち１協定は、第３期対策の取組を行っていた協定の復活であ
る。

　個別協定については、津山市で１協定増加した。

平成２９年度中山間地域等直接支払制度の実施状況

区　　　　分

促進計画
策 定 済

(25)

対象
地域
(25)

　直接支払対象農用地を有する25市町村全てで市町村促進計画が策定され、協定に基づ
く活動が展開されている。

市　　町　　村　　名

岡山市、玉野市、備前市、瀬戸内市、赤磐市、和気町、
吉備中央町、倉敷市、笠岡市、井原市、総社市、
高梁市、新見市、浅口市、矢掛町、津山市、真庭市、
美作市、新庄村、鏡野町、勝央町、奈義町、西粟倉村、
久米南町、美咲町

　－

早島町、里庄町

※（ ）は28年度との対比

○ 協定締結市町村：２５市町村（増減なし）

○ 協定締結数：１,３３７協定 (１６協定増、１．２％増）
○ 交付金交付面積：１２,８６０ha（１３８ha増、１．２％増）

○ 交付金額：１,８０８百万円（２３百万円増、１．３％増）
○ 集落協定の参加農業者：２０,４５６人（３１３人増）
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(3) 交付金交付面積

 (4) 交付金額  

－２－

　交付金額は、前年度と比べ23,367千円、1.3％増加し1,808,726千円となった。交付金
額が最も多いのは吉備中央町の282,297千円で、次いで津山市、真庭市、高梁市の順と
なっている。

  また、市町村別の前年度からの増減は、赤磐市（4,878千円増）など19市町村で増加
し、交付面積が減少した矢掛町のみ5千円減少した。

　市町村別では、津山市（19.7ha増）など19市町が増加した。

　交付金交付面積は前年度と比べ138ha、1.2％増加し、12,086haとなった。
交付面積が最も多いのは吉備中央町の1,763haで、次いで真庭市1,595ha、津山市1,374ha
となっている。
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(5) 協定参加者等

 

      集落協定参加者の内訳（25市町村）            個別協定経営形態別の内訳（６市町）

(6) 協定の平均的な姿

参加農業者
数(人)

交付面積
（ｈａ）

交付金額
（千円）

15.6 9.1 1,360

基礎単価 13.0 7.1 858

体制整備単価 16.2 9.7 1,526

5.9 904

15.3 9.0 1,353

　注）交付金額は、個人配分と共同取組活動への配分額の合計である。

(7) 集落協定の規模別協定数
  ア　集落協定締結面積規模別

  集落協定参加は延べ22,925人で、その内訳としては農業者が最も多く20,456人で、前
年度から313人増加した。

－３－

55 66

60 94

  集落協定の締結面積規模別の協定数は、1,315協定のうち、５ha未満が509協定と約４
割を占め、面積規模の階層が大きくなるにつれて協定数は減少している。

59

87集　落　協　定

88

個　別　協　定

全 協 定 平 均

58

　個別協定の経営形態は、農作業受託等を行う農業生産法人が11協定と最も多く、認定
農業者が10協定、任意組織１協定となっている。

区　　分 交付面積
（ａ）

交付金額
（千円）

協　　定　　平　　均 参加農業者平均

農業生産法人

11

認定農業者
10

任意組織
1

346 291 124 66 67 29 10 7
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イ　交付金額別

－４－

  交付金額別の集落協定数は、1,315協定のうち、50万円以上100万円未満が381協定
(29．0%)と最も多く、次いで50万円未満が351協定(26.7%)となっている。100万円以上の
協定では交付金額の階層が高くなるにつれて、その数は減少する傾向にある。
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（　 ）は前年度

交付面積 対象農用地面積 交付金額

(ha) (ha) （千円）

11,574 15,551 1,777,877

(11,445) (15,494) (1,755,000)

6,539 8,797 1,344,416

(6,486) (8,690) (1,329,621)

0 0 0

(0) (0) (0)

4,600 5,722 352,547

(4,538) (5,682) (346,435)

0 0 0

(0) (0) (0)

436 1,032 80,913

(422) (1,122) (78,944)

486 948 30,124

(476) (853) (29,634)

159 271 17,760

(157) (222) (17,542)

311 571 10,637

(304) (533) (10,393)

0 0 0

(0) (0) (0)

16 106 1,727

(15) (98) (1,700)

21 117 677

(21) (96) (677)

1 4 135

(1) (3) (135)

19 114 543

(19) (93) (543)

0 0 0

(0) (0) (0)

0 0 0

(0) (0) (0)

5 5 48

(5) (33) (48)

5 4 46

(5) (5) (46)

1 1 2

(1) (28) (2)

0 0 0

(0) (0) (0)

12,086 16,622 1,808,726

(11,948) (16,477) (1,785,359)

単位未満四捨五入のため、計とその内訳の合計は一致しない場合がある。

対象農用地面積は、対象農用地の基準に該当する農用地のうち市町村が促進計画に定めた農用地面積。

８法外特認

高齢化率･
耕作放棄率

緩傾斜地

急傾斜地

８法外特認

急傾斜地

高齢化率･
耕作放棄率

８法内

畑　②

－５－

緩傾斜地

急傾斜地

　計　①+②+③+④

草地　③

採草放牧地　④

８法内

８法外特認

緩傾斜地

区　　　分

２　協定農用地の地目別・基準別の面積及び交付金額

８法内

８法外特認

８法内

田　①

高齢化率･
耕作放棄率

急傾斜地

小区画･
不整形

緩傾斜地



３ 市町村別協定数・交付面積・交付金額等 
　（　　）は前年度

単位：件、人、ha、千円

51 1 52 811 320 8 329 81 248 45,268 1,732 47,001

1 0 1 13 2 0 2 0 2 475 0 475

14 0 14 241 93 0 93 27 65 14,954 0 14,954

3 0 3 17 6 0 6 6 0 836 0 836

44 0 44 807 526 0 526 209 317 89,966 0 89,966

36 0 36 443 179 0 179 82 97 33,703 0 33,703

180 14 194 2,376 1,675 88 1,763 219 1,544 267,280 15,017 282,297

329 15 344 4,708 2,801 96 2,897 624 2,273 452,482 16,749 469,231

4 0 4 39 11 0 11 11 0 1,676 0 1,676

6 0 6 101 20 0 20 0 20 4,166 0 4,166

12 0 12 191 75 0 75 0 75 13,501 0 13,501

8 0 8 82 　 46 0 46 21 25 8,814 0 8,814

132 3 135 1,673 1,003 18 1,021 364 657 164,545 1,327 165,872

115 1 116 1,353 912 2 914 239 675 118,658 433 119,091

1 0 1 16 12 0 12 0 12 1,405 0 1,405

16 0 16 242 83 0 83 59 24 13,396 0 13,396

294 4 298 3,697 2,161 20 2,182 694 1,488 326,160 1,760 327,920

133 2 135 2,352 1,367 7 1,374 138 1,236 215,286 965 216,251

179 0 179 3,102 1,595 0 1,595 742 853 185,936 0 185,936

81 1 82 1,785 890 5 895 325 570 114,011 42 114,432

15 0 15 230 170 0 170 0 170 25,997 0 25,997

105 0 105 995 571 0 571 26 546 88,191 0 88,191

11 0 11 145 54 0 54 0 54 11,293 0 11,293

19 0 19 813 608 0 608 0 608 66,813 0 66,813

20 0 20 259 113 0 113 0 113 16,130 0 16,130

36 0 36 845 688 0 688 84 604 126,218 0 126,218

93 0 93 1,525 939 0 939 35 903 160,313 0 160,313

692 3 695 12,051 6,995 12 7,007 1,350 5,657 1,010,188 1,007 1,011,575

1,315 22 1,337 20,456 11,957 129 12,086 2,669 9,417 1,788,831 19,895 1,808,726

注）集落協定参加農業者数は延べ数である。
　　単位未満四捨五入のため計とその内訳の合計は一致しない場合がある。

個別
協定

集落
協定

集落協定
参加

農業者数 計

交 付 面 積

計 個別協定

基本方針
策定市町村

協 定 数

個別
協定

集落協定 集落協定

交 付 金 額

基　　　礎
単価面積

計体制整備
単価面積

(1) (13)

岡山市

(1,300)

(48) (1)

(13) (0)

(36) (0)

(234) (42,859)(49) (717)

(44) (0) (44) (773)

(1) (0) (2) (0) (2) (0)

(1,215) (44,075)(304) (6) (310) (75)

(0) (654)

(2) (475)

(91) (27)

(0) (475)

(64) (14,699) (0) (14,699)(13) (239) (91) (0)

(3) (5)(3) (0) (0) (654)(3) (0) (3) (14)

(0) (85,088)(203) (85,088)(513) (0) (513) (310)

(177) (82) (95) (33,434)(177) (0)

(4) (0) (4) (39)

(339) (4,505)(324) (15)

(0) (33,434)

(179) (14) (193) (2,329) (14,864) (280,990)

(36) (420)

(16,079) (459,415)

(1,666) (88) (1,535) (266,126)(1,754) (219)

(2,852) (718) (2,134) (443,336)(2,759) (94)

(19) (0)

(0) (1,676)(0) (1,676)(11) (0) (11) (11)

(64) (0)

(19) (4,028)(6) (0) (6) (104) (19) (0)

(25) (8,814)

(9) (0) (9) (151)

(46) (0)

(64) (11,744) (0) (11,744)

(0) (4,028)

(0) (8,814)

(132) (3)

(46) (21)

(64) (0)

(8) (0) (8) (84)

(135) (1,696) (998) (17) (1,015) (362)

(114) (1) (1,115) (1,356) (899) (240) (433) (117,084)

(1,201) (165,018)

(0) (1,405)(12) (0)

(897) (2)

(653) (163,816)

(12) (1,405)

(658) (116,651)

(83) (0) (83) (59)

(1) (0) (1) (16) (12) (0)

(190) (4) (294) (3,690)

(16) (244)(16) (0)

(912) (213,295)(1,222) (212,383)

(1,457) (321,536)

(24) (13,401)

(1,634) (323,170)

(0) (13,401)

(1,348) (6)

(2,150) (693)

(1,354) (133)

(2,131) (19)

(178) (3,081)

(130) (1) (131) (2,331)

(0) (1,590) (0) (1,590) (738) (851) (185,370)

(0) (25,983)(25,983)

(88)

(0) (185,370)

(81) (1) (82) (1,736) (112,836)(112,748)(554)(1)

(170) (0) (170)

(881) (327)

(15) (230) (170) (0)

(879)

(86,569)(103) (0) (103) (976) (564) (0) (564) (28)

(11,293)(11) (0) (11) (151) (54) (0) (54) (0)

(66,424) (0)

(536) (86,569) (0)

(54) (11,293) (0)

(66,424)(19) (0) (19) (813) (605) (605)(0) (0) (605)

(159,735)

(16,031)(20) (0) (20) (259) (113) (0) (0) (113)

(125,239)(599)(36) (858) (683) (0) (683) (84) (125,239) (0)

(5,601)

(18,713)

(0)

(2,718)

(35)

(1,000)(1,344)

(897) (159,735)

(1,001,775)

(93) (1,513)

(113)

(0)

(0)

小 計 (7)

倉敷市

浅口市

矢掛町

高梁市

新見市

笠岡市

総社市

和気町

(21)

井原市

奈義町

(36) (0)

(93) (0)

(15) (0)

(1,002,775)

備
 

前

備
 

中

真庭市

美作市

津山市

玉野市

備前市

瀬戸内市

赤磐市

吉備中央町

(686)

－６－

県 計 (25)

美
 

作

西粟倉村

久米南町

美咲町

(1,785,359)(1,766,646)

新庄村

(9,192)

(178)

(16,031)

(2) (7)(11,948)

小 計 (8)

鏡野町

(11,828) (120)(1,321) (11,948)

小 計 (10)

勝央町

(933)(933)

(6,938)

(20,143)

(688) (6,945)



単位：件

協定数 協定数

集
落
協
定
の
広
域
化
支
援

小
規
模
・
高
齢
化
集
落
支
援

小
規
模
・
高
齢
化
集
落
支
援

集
落
協
定
の
広
域
化
支
援

小
規
模
・
高
齢
化
集
落
支
援

1
5
h
a
以
上
の
集
落
協
定

集
落
戦
略
作
成

岡山市 51 15 36 1 1 52 15 37 4

玉野市 1 1 1 1

備前市 14 4 10 1 1 14 4 10 1 1 1

瀬戸内市 3 3 3 3

赤磐市 44 21 23 44 21 23 15 6

和気町 36 16 20 1 36 16 20 1

吉備中央町 180 34 146 2 2 9 14 14 4 194 34 160 2 2 13 32 5

小 計 (7) 329 93 236 3 3 10 15 15 4 344 93 251 3 3 14 52 11

倉敷市 4 4 4 4

笠岡市 6 6 1 6 6 1

井原市 12 12 1 12 12 1 1

総社市 8 3 5 8 3 5

高梁市 132 59 73 9 3 1 2 135 60 75 9 14

新見市 115 39 76 1 1 116 39 77 12 2

浅口市 1 1 1 1

矢掛町 16 11 5 16 11 5

小 計 (8) 294 116 178 11 4 1 3 298 117 181 11 27 2

津山市 133 18 115 1 1 6 2 2 135 18 117 1 1 6 25 1

真庭市 179 90 89 1 1 3 179 90 89 1 1 3 23 1

美作市 81 39 42 1 1 82 39 43 20 2

新庄村 15 15 15 15 2

鏡野町 105 4 101 1 1 1 105 4 101 1 1 1 5

勝央町 11 11 11 11 1

奈義町 19 19 19 19 17 4

西粟倉村 20 20 20 20

久米南町 36 7 29 8 36 7 29 8 20

美咲町 93 8 85 5 93 8 85 5 17 1

小 計 (10) 692 166 526 3 3 23 3 3 695 166 529 3 3 23 130 9

1,315 375 921 6 6 44 22 1 21 4 1,337 376 942 6 6 48 209 22

備
 

中

県 計 (25)

美
 

作

協定数

集
落
連
携
・
機
能
維
持
加
算

（
参
考

）

個 別 協 定

超
急
傾
斜
農
地
保
全
管
理
加
算

うち加算措置

集
落
連
携
・
機
能
維
持
加
算

超
急
傾
斜
農
地
保
全
管
理
加
算

合　計　  (集落協定と個別協定の計)

備
 

前

－７－

う
ち
体
制
整
備
単
価

うち加算措置

集
落
連
携
・
機
能
維
持
加
算

４ 市町村別協定取組内訳

促進計画
策定市町村

う
ち
基
礎
単
価

う
ち
体
制
整
備
単
価

うち加算措置

集　落　協　定

う
ち
基
礎
単
価

超
急
傾
斜
農
地
保
全
管
理
加
算

う
ち
体
制
整
備
単
価

う
ち
基
礎
単
価



５　集落協定における農業生産活動等の実施状況（基礎単価が交付される活動）

 (1) 集落マスタープランの内容

1.0%

①　機械・農作業の共同化等営農組織の育成

②　高付加価値型農業

③　農業生産条件の強化

④　担い手への農地集積

11.3%149

1.7%

5.1%67⑤　担い手への農作業の委託

⑥　新規就農者等による農業生産

⑦　地場産農産物等の加工・販売

31

(1099)

(69)

84.6%

1.1%

23

13

(32)

(14)

(1.0%)

(1.8%)

(13)

全協定に占める割合

1112⑨　共同で支え合う集団的かつ持続的な体制整備

協　定　数活 動 項 目

(84.5%)

(31)

－８－

5.3%

(2.4%)

70

⑧　消費・出資の呼び込み

(5.3%)

将来像を実現するための活動方策
　共同で支え合う集団的かつ持続可能な体制整備に取り組んだ協定が1,112協定
(84.6%)と最も多く、次いで機械・農作業の共同化等営農組織の育成が149協定
(11.3%)となっている。
　「その他」の活動項目は、農地の効率的利用、鳥獣被害防止対策等である。

⑩　その他

69

32

15

(23)

(67)

(69)

2.4%

5.2%

(149)

(5.2%)

(5.3%)

(2.5%)

(1.1%)

(11.5%)

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

① 機械・農作業の共同化等営農組織の育成

② 高付加価値型農業

③ 農業生産条件の強化

④ 担い手への農地集積

⑤ 担い手への農作業の委託

⑥ 新規就農者等による農業生産

⑦ 地場産農産物等の加工・販売

⑧ 消費・出資の呼び込み

⑨ 共同で支え合う集団的かつ持続的な体制整備

⑩ その他

表中の（ ）は18年度、全集落協+定は１，４３８協定表中の（ ）は２１年度、全集落協定は１，４４８協表中の（ ）は２１年度、全集落協定は１，４４８協定

表中の（ ）は18年度、全集落協定は１，４３８協定

表中の（ ）は２１年度、全集落協定は１，４４８協定

表中の（ ）は28年度で全集落協定は1,315協定



 (2) 耕作放棄の防止等の活動

①賃借権設定・農作業の委託

②既耕作放棄地の復旧

③既耕作放棄地の林地化

④既耕作放棄地の保全管理　

⑤農地の法面管理

⑥柵、ネット等の設置(鳥獣被害防止対策等)

⑦限界的農地の林地化

⑧簡易な基盤整備

⑨担い手の確保

⑩地場農産物の加工・販売

⑪土地改良事業

⑫自然災害を受けている農用地の復旧

⑬地目変換

⑭その他

 (3) 水路・農道等の管理活動

①水路管理

②農道管理

③その他施設の管理

(17)

(6)

(1.3%)

(0.5%)

19

7

1.4%

0.5%

(11)

1,303 (1,282)

　水路管理及び農道管理活動については、ほとんどの協定が実施した。

3

活 動 項 目

99.5%(1,293)

24

99.1%

全協定に占める割合

(100.2%)

(0.0%)

0.2%

36 (36)

協 定 数

　柵、ネット等の設置（鳥獣害被害防止対策等）を実施した協定が916(69.7%)と
最も多く、次いで、農地の法面管理740協定(56.3%)、賃借権設定・農作業の委託
253協定(19.2％)の順となっている。

活 動 項 目 協 定 数 全協定に占める割合

(0)

0

916 (901)

(0)

0

(0)

(3)

0

0.0%

1,309

(0.0%)

(2.8%)

(0.0%)

(0) 0.0%

740 (729) 56.3%

0

253 (254)

(9)

(0)0

9

(16)

(101.0%)

(0.2%)

(19.5%)

(0.7%)

(0.0%)

(1.2%)

(56.1%)

(0.0%)

(69.3%)

19.2%

2.7%

69.7%

0.0%

1.8%

0.7%

0.0%

0.0%

(0.9%)0.8%

－９－

10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①賃借権設定・農作業の委託

②既耕作放棄地の復旧

③既耕作放棄地の林地化

④既耕作放棄地の保全管理

⑤農地の法面管理

⑥柵、ネット等の設置(鳥獣被害防止対策等)

⑦限界的農地の林地化

⑧簡易な基盤整備

⑨担い手の確保

⑩地場農産物の加工・販売

⑪土地改良事業

⑫自然災害を受けている農用地の復旧

⑬地目変換

⑭その他

表中の（ ）は18年度、全集落協+定は１，４３８協定

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①水路管理

②農道管理

③その他施設の管理

表中の（ ）は28年度で全集落協定は1,315協定

表中の（ ）は28年度で全集落協定は1,315協定



 (4) 多面的機能を増進する活動

①周辺林地の下草刈

②土壌流亡に配慮した営農

③棚田オーナー制度

④市民農園等の開設・運営

⑤体験民宿(ｸﾞﾘｰﾝ･ﾂｰﾘｽﾞﾑ)

⑥景観作物の作付け

⑦魚類・昆虫類の保護

⑧鳥類の餌場の確保

⑨粗放的畜産

⑩堆きゅう肥の施肥

⑪拮抗作物の利用

⑫合鴨・鯉の利用

⑬輪作の徹底

⑭緑肥作物の作付け

⑮その他活動

6

113

(7) 0.5%

8.6%

3

(0.0%)

0.8%

(0.8%)

(8.5%)

0.1%

(1)

(1)

12

11

0.9%

(196)

()

0.9%

0.2%

(0.1%)

(7)

(0.0%)

12

(10)

0.2%

(0.2%)

0.9%

(0.0%)

(3)

0.5%(2)

3

0.5%

全協定に占める割合

(79.8%)

(0.5%)

　周辺林地の下草刈を実施した協定が1,056協定(80.3％)と最も多く、次いで、景
観作物の作付け192協定(14.6％)、堆きゅう肥の施肥113協定(8.6％)の順になって
いる。

協　定　数活 動 項 目

2

(15.1%)14.6%

80.3%

6

1,056国土保全機能
を高める取組

0.2%

(1,037)

保健休養機能
を高める取組

(0.1%)

192

(0.8%)

(0.5%)7

12

1 0.1%

1

(11)

(11)

()

()

(111)

－１０－

自然生態系の
保全に資する
取組

(0.8%)

(1.0%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①周辺林地の下草刈

②土壌流亡に配慮した営農

③棚田オーナー制度

④市民農園等の開設・運営

⑤体験民宿(ｸﾞﾘｰﾝ･ﾂｰﾘｽﾞﾑ)

⑥景観作物の作付け

⑦魚類・昆虫類の保護

⑧鳥類の餌場の確保

⑨粗放的畜産

⑩堆きゅう肥の施肥

⑪拮抗作物の利用

⑫合鴨・鯉の利用

⑬輪作の徹底

⑭緑肥作物の作付け

⑮その他活動

表中の（ ）は28年度で全集落協定は1,315協定



 (1) 農用地等保全マップに関する事項

①農地法面、水路・農道等補修・改良

②既耕作放棄地復旧又は林地化

③農作業共同化又は受委託等

⑥その他将来に向けた適正な農用地保全

 (2) 選択的必須要件（Ａ、Ｂ又はＣ要件）に関する事項

ア）要件の取組状況

６　集落協定における農業生産活動等の体制整備の実施状況(体制整備単価が交付される活動)

0.0%

Ｂ要件のみ Ｃ要件のみ

0.4%0.3%

(9.4%)

329

0

　ほとんどの協定がＣ要件のみ（918協定(97.7%)）に取り組んでいる。なお、Ｃ要
件と他要件を併用している協定は15協定(1.6%)となっている。

⑤農地の保全活動を行う担い手、活動内容、活動農用地

(34.7%)

0.2%④自己施工の箇所、整備内容、受益農地

Ａ要件のみ Ａ要件＋Ｂ要件

91843

97.7% 0.1%

－１１－

(320)

(0.2%)

(0.0%)

1.0%

9

(2)

5 1

0.5%

(0)

Ａ要件＋Ｂ要件＋Ｃ要件Ｂ要件＋Ｃ要件Ａ要件＋Ｃ要件

35.7%

0.0%

65.5% (63.7%)

7

0

(7) 0.8%

87 (87) 9.4%

2

(0.8%)

　体制整備単価が交付される活動に取り組んだ940集落協定中、農地法面、水路・
農道等補修・改良に取り組んだ協定が603(65.5%)と最も多く、次いで、その他将来
に向けた適正な農用地保全329協定(35.7%)、農作業共同化又は受委託等87協定
(9.4%)などの順になっている。なお、その他将来に向けた適正な農用地保全では、
鳥獣害防止対策、機械・施設の維持管理等に取り組んだ。

作 成 内 容 協 定 数
全体制整備単価協定

に占める割合

603 (587)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①農地法面、水路・農道等補修・改良

②既耕作放棄地復旧又は林地化

③農作業共同化又は受委託等

④自己施工の箇所、整備内容、受益農地

⑤農地の保全活動を行う担い手、活動内容、活動農用地

⑥その他将来に向けた適正な農用地保全

表中の（ ）は28年度で体制整備単価取組集落協定は940協定



イ）体制整備単価の取組内訳

①(ｱ)新規就農者等の確保(新規就農者)

①(ｲ)新規就農者等の確保(認定農業者等)

②地場農産物等の加工・販売

③消費・出資の呼び込み

(0.1%)

3ha

①(ｱ)機械・農作業の共同化（10%増加目標）

①(ｲ)機械・農作業の共同化（30%増加目標）

②高付加価値型農業の実践

③農業生産条件の強化

1.1%

④担い手への農地集積 2ha

0.1%

0.0%

集団的かつ持続可能な体制整備 933

0

4

0

－１２－

全取組協定
で有効に機
能

0

(0.1%)

0.0% (0.0%)

4人

1協定

(0.0%)

(1.2%)

99.3%

(0)

18ha

(5) (0.5%)

(0)

0.3%

0.1%

(0.3%)

(0.0%)

1

(11)

(0)

(0.0%)

(0.0%)

0.1%

0.0%

0.0%

0.4%

(0)

(3)3

協定数

(4)

活動項目

(1)

8

要件

Ｃ

Ｃ要件の集団的かつ持続可能な体制整備に取り組んだ協定が933協定(99.3%)、次
いでＢ要件の地場農産物等の加工・販売が10協定(1.1%)となっている。

備考
(実績)

1

0.9%

全体制整備単価協定
に占める割合

5ha

(0.4%)

(915) (99.3%)

(

選
択
要
件
2
つ
以
上

)

①
ｲ
、

⑤
ｲ
は
1
つ
以
上

Ａ

Ｂ

0 (0)

10

(1)

1

⑤(ｱ)担い手への農作業の委託（10%増加目標）

⑤(ｲ)担い手への農作業の委託（30%増加目標）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①(ｱ)機械・農作業の共同化（10%増加目標）

①(ｲ)機械・農作業の共同化（30%増加目標）

②高付加価値型農業の実践

③農業生産条件の強化

④担い手への農地集積

⑤(ｱ)担い手への農作業の委託（10%増加目標）

⑤(ｲ)担い手への農作業の委託（30%増加目標）

①(ｱ)新規就農者等の確保(新規就農者)

①(ｲ)新規就農者等の確保(認定農業者等)

②地場農産物等の加工・販売

③消費・出資の呼び込み

集団的かつ持続可能な体制整備C

B

A

表中の（ ）は28年度で体制整備単価取組集落協定は940協定



７  加算措置の取組状況（より積極的な取組に対する加算）

(1)加算措置の取組協定数

(2)加算措置の取組内容

８　集落協定における交付金の使用方法等
 (1) 交付金の配分状況

ア　協定数

イ　交付金額 （千円）

0

0.0% (3.6%)

共同取組活動への配分額

　集落協定への交付金を農業者と共同取組活動に配分した協定は1,179協定(89.7%)と最も多
く、全額を農業者に配分している協定が118協定(9.0%)、全額を共同取組活動に配分している
協定が18協定(1．4%)となっている。
　集落協定への交付金額は1,788,831千円で、その内、農業者への配分額は1,117,424千円
(62.5%)、共同取組活動への配分額は671,406千円(37.5%)となっている。

協定に占める割合 9.0%

(15)

6

小規模・高齢化
集落支援加算

超急傾斜農地
保全管理加算

加算取組
協定数計

集落連携・機能維持
加算

集落協定の
広域化支援

140.5 0.0

3.6%

(47)(5)

1,117,424 (651,012)

(108.4) (0) (500.7)

(36.9%)

　加算措置に延べ50協定が取り組み、このうち、超急傾斜農地保全管理加算が48協定
（3.6％）と最も多い。

(52)54

18(104)

89.7%

(1,180)

(90.8%)

1,179

(1,766,646)

(8.0%)

交付総額

(63.1%)

671,406(1,115,634)1,788,831

37.5%

48

62.5%

1,315 (1,280) 118

(1.2%)

全額を共同取
組活動へ

(3.9%)

－１３－

全額を
農業者へ

全集落協定数

交付総額に占める割合

農業者への個人配分額

　集落協定の広域化支援は、6集落が連携し面積にして140haで取り組まれた。また、超急傾
斜農地保全管理加算は54協定、505.3haで取り組まれた。

超急傾斜農地保全加算

実施面積
(ha)

小規模・高齢化集落支援
実績面積

(ha)

集落協定の広域化支援
実績面積

(ha)

1.4%

農業者と共同
取組活動へ

505.3

(0)

(0.0%)0.4% 4.0%

(5)

集落連携・機能維持加算

6

0.4%(0.4%) (0.4%)

表中の（ ）は28年度で全協定は1,337協定

表中の（ ）は28年度で全協定は1,337協定



 (2) 共同取組活動への使用状況

①役員報酬

②研修会等費

③道・水路管理費

④農地管理費

⑤鳥獣被害防止対策費

⑥共同利用機械購入等費

⑦共同利用施設整備等費

⑧多面的機能増進活動費

⑨その他

 (3) 共同取組活動のための積立状況

機械

施設

道路・水路、農地整備

災害

耕作継続

イベント

その他(災害に備えるための繰越等)

(61)82

79.7%

928

(1084)

(71.3%)

85

協 定 数

(247)

(87)

211

69.4%(927)
46.8%

(414)
(83.4%)

258

29.6% (31.8%)

(232)

47 (53)

482

(53)

(14)

(17.8%)積立等実施協定数(実数)

積立等内訳

286
(654)

396

(0.0%)

(1.1%)

(4.1%)
7.1%
21.4%

626

175

(9.0%)

5

197

(176)

(117)
(271)

23
95

(0.1%)

3.6%

協 定 数

0 (0)

88 (92)

(85)

1

12

1 (1)

(114)

150

15.2%

0.9%

(1)

(7.1%)

(29.8%)36.1%

0.4%

　機械導入のための積立が88協定（6.8％）と最も多く、次いで道路・水路、農地整備が
47協定(3.6%)であった。
　また、取組協定当たりの平均積立額は、施設が1,510千円と最も多く、次いで機械584千
円の順となっている。

全集落協定に
占める割合

(543)

5846.8%

(388)

494

0

(200)

444

(294)

439

400

(251)

163

49

(406)

166

取組協定当たり
平均積立額(千円)

(0)

1,510

0.1%

0.1%

0.0%

(0.1%)

(4.1%)

(6.5%)

(50)

(318)

(171)

265

(179)

(320)357

(39)

(13.5%)

全集落協定に
占める割合

－１４－

　交付金の使途は、役員の報酬への使用が1,065協定(79.7％)と最も多く、次いで、道路・水
路の維持管理に対する使用が928協定(69.4％)などの順になっている。
　また、取組協定当たりの平均支出額は、共同利用機械購入等費が357千円と最も多く、次い
で共同利用施設整備等費265千円、道・水路管理費258千円の順になっている。

1,065

(206)

活 動 項 目
取組協定当たり
平均支出額(千円)

(50.3%)

13.1%
1.7%

(20.8%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①役員報酬

②研修会等費

③道・水路管理費

④農地管理費

⑤鳥獣被害防止対策費

⑥共同利用機械購入等費

⑦共同利用施設整備等費

⑧多面的機能増進活動費

⑨その他

表中の（ ）は18年度、全集落協定は１，４３８協定

表中の（ ）は28年度で全集落協定は1337協定
積立等内訳には重複があるため、積立等実施協定計(実協定数）とは合致しない

表中の（ ）は28年度で全集落協定は1337協定



〔　参　　　考　〕
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中山間地域等直接支払制度(第4期対策:平成27～31年度)のあらまし

中山間地域の農業は、農地を耕作することで国土の保全･洪水の防止･緑豊かな景観の形

成など、大切な役割を果たしています。

しかし、中山間地域は平地に比べて傾斜地が多く、まとまった農地も少ないことから生

産費がかさみ、耕作されずに荒れている農地が増えています。

この制度は、中山間地域で農業生産を営む農業者に対し、平地との生産費格差の一部を

国・県・市町村が共同で支払い、「適切な農地管理」「集落の共同活動」「将来の農業生産

活動の体制整備」などに活用することで、将来に豊かな農地と自然を守り伝えようとする

ものです。

１ 対象となる地域 ☆対象地域は、市町村によって異なります。

(1)法律(特定農山村法､山村振興法､過疎法､離島振興法)で指定された地域

(2)地域の実態に応じて知事が別に定める基準に該当する地域

２ 対象となる農地

対象となる地域内で、次のいずれかに該当する１ヘクタール以上のまとまりのある農用

地(農振農用地区域内)が対象です。

(1)急傾斜農用地

傾斜が水田で１／２０以上、畑・草地・採草放牧地で１５度以上

(2)小区画・不整形な田

大多数が３０ａ未満で、平均が２０ａ以下

(3)市町村長の判断により対象となる農用地

・緩傾斜農用地（田１／１００以上、畑等８度以上）

・高齢化率・耕作放棄率の高い農用地

農地のイメージ図

☆緩傾斜農用地､高齢化率･耕作放棄率の

高い農用地は、市町村により扱いが異

なります｡

-16-



３ 主な交付単価 １０a当たり

地目 傾斜区分 基礎単価 体制整備単価 ☆草地、採草放牧地も

対象となります。

急傾斜(1/20以上) １６,８００円 ２１,０００円 ☆面積には､畦畔･法面も

田 含みます｡

緩傾斜(1/100～1/20)等 ６,４００円 ８,０００円 ☆｢小区画･不整形な田｣

｢高齢化率･耕作放棄

急傾斜(15度以上) ９,２００円 １１,５００円 率の高い農用地｣の単

畑 価は、緩傾斜と同じ

緩傾斜(８度～15度)等 ２,８００円 ３,５００円 です。

４ 対象者

集落協定又は個別協定に基づいて、５年間以上継続して農業生産活動等を行う農業者等

が対象です。

・農業者 ・生産組織 ・第３セクター ・農業生産法人 等

５ 実施期間

平成２７～３１年度

６ 対象となる活動

集落協定又は個別協定に基づいて、５年間以上継続される農業生産活動等

◎基礎単価が交付される活動

区 分 具体的に取り組む行為

必須 農業生産活動等 集落マスタープランの作成 集落の目指すべき将来像とその実現に向けた

事項 （右の全ての項 活動方策及び目標等の計画策定

目を実施） 耕作放棄の防止等の活動 適正な農業生産活動を通じた耕作放棄の防止、

耕作放棄地の復旧や畜産的利用、高齢農家･離農

者の農用地の貸借権設定、法面保護･改修、鳥獣

被害の防止、林地化等

水路、農道等の管理活動 適切な施設の管理･補修（泥上げ、草刈り等）

選択 多面的機能を増 国土保全機能を高める取組 土壌流亡に配慮した営農の実施、農用地と一

的必 進する活動 体となった周辺林地の管理等

須事 （右の項目の中 保健休養機能を高める取組 景観作物の作付け、市民農園･体験農園の設置、

項 から１つ以上選 棚田オーナー制度、グリーンツーリズム

択） 自然生態系の保全に資する取組 魚類･昆虫類の保護(ビオトープの確保)、鳥類

の餌場の確保、粗放的畜産、環境の保全に資す

る活動

-17-



◎体制整備単価が交付される活動 （基礎単価が交付される活動に加えて実施）
要 件 活動項目 活 動 内 容 活動の水準 備考

必 農 農 用 地 等 保 協定対象区域図に次の活動項目を記載する。 図面の作成と実践

須 用 全 活 動 の 実 ①農地法面、水路、農道等の補修・改良の範囲又は

要 地 践 位置

件 等 ②既耕作放棄地の復旧又は林地化の実施範囲

保 ③農作業の共同化や受委託等が必要な範囲

全 ④自己施工の箇所、整備内容及び受益する農地の範

体 囲及び面積

制 ⑤農地の保全活動を行う担い手、活動内容、活動農

整 用地の範囲及び面積

備 ⑥その他協定農用地の保全に必要な事項の範囲

Ａ要件：①～⑤の中から２つ以上を選択。

※但し、「①機械・農作業の共同化」のイ又は、「⑤担い手への農作業の委託」のイを選択す

る場合は１つ以上を選択

※人・農地プランが策定されている場合は、その内容と整合を図ること。

① 機 械 ・ 農 ア 基幹的農作業のうち１種類以上に係る農業機械 協定農用地の10%又 ※

選 作 業 の 共 同 又は施設が共同利用される農地面積の増加 は0.5haの多い方の増

択 化 加

的 イ 基幹的農作業のうち、田：３種類以上、畑：２ 協定農用地の30%又 ※

必 種類以上等に係る農業機械または施設の共同利用 は3haの多い方の増加

須 の受益面積増加（※協定農用地以外の農地を含め

要 る場合、協定農用地割合が１／３以上必要）

件 ② 高 付 加 価 新規作物の導入、有機農業等の高付加価値型農業 協定農用地の5%又

値 型 農 業 の を実施する協定農用地面積の増加 は1haの少ない方の増（

実践 加

Ａ ③ 農 業 生 産 集落協定の参加者による共同作業でのほ場や水路 受益面積が協定農

Ｂ 条件の強化 ・農道等の生産条件を向上させるための改良（自己 地の5%又は0.5haの多

Ｃ 施工） い方の増加

要 ④ 担 い 手 へ 協定農用地において、認定農業者等の担い手と集 協定農用地の5%以

件 の農地集積 落協定参加農業者との間に利用権設定等がなされる 上の増加

か 農地面積の増加

ら ⑤ 担 い 手 へ ア 認定農業者等担い手と集落協定の参加農業者と 協定農用地の10%又 ※

１ の 農 作 業 の の間で基幹的農作業のうち１種類以上に係る作業 は0.5haの多い方の増

つ 委託 受委託の契約面積の増加 加

以 イ 認定農業者等担い手と集落協定の参加農業者と 協定農用地の20%又 ※

上 の間に、利用権設定または基幹的農作業のうち、 は2haの多い方の増加

選 田：３種類以上、畑：２種類以上等５ヶ年以上の

択 作業受委託契約がなされる農地面積の増加（※協）
定農用地以外の農地を含める場合、協定農用地割

合が１／２以上必要）

Ｂ要件：集落協定に新規参加者(女性、若者、ＮＰＯ法人等)の１名以上の参加を得るとともに、①～

③の中から１つ以上を選択し、新規参加者がその活動の主体となること。

① 新 規 就 農 ア 集落協定に新規就農者（新規学卒就農、離職転 １名以上の参加

者等の確保 入者及び新規参入者であって、新たに経営を開始

した者)の参加

※ ア 又 は イ イ 生産組織等のオペレーターの新規雇用、集落協 １名以上の確保

を選択 定に参加する農業者において、新たに認定農業者

及びこれに準ずる者として市町村が認定した者を

確保

② 地 場 農 産 地場農産物等の加工が可能な施設(農家レストラ 取組の実施

物 等 の 加 工 ンを含む)があり、当該施設において加工された加

・販売 工品等の販売に取り組む

③ 消 費 ・ 出 棚田オーナー制度、市民農園、観光農園、学校等 協定農用地の5%又

資 の 呼 び 込 と連携した体験農園の実施、NPO法人、企業等の耕 は0.5ha以上の多い方

み 作 で実施

Ｃ 集 団 的 か つ 高齢者でも安心して制度に参加できるよう、共同 取り決めを協定書

要 持 続 可 能 な で支え合う仕組みを集落で取り決める に位置付け

件 体制整備

※印は、協定の認定時に一定の実績がある場合、別途の活動水準が定められている。
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◎加算単価が交付される活動(体制整備単価の要件を満たしている協定に適用される)

加算の種類 加算の要件 加算金の適用 加算単価 留意事項

集落連携・機能維持 ア 集落協定の広域化支援 協定農用地の全 対象地目全てに 小 規 模 ・

加算 集落協定が、他の集落内の対象農用地を てに加算 ついて3,000円 高 齢 化 集 落

含めて概ね５０戸以上の規模の協定を締 支 援 と の 重

結し、協定に基づく活動において主導的 ※１協定当たり 複は不可

な役割を担う人材を確保した上で、一定 200万円が限度

の基準を満たす取組を行う。

イ 小規模・高齢化集落支援 協定に取り込ま 田：4,500円 集 落 協 定

集落協定又は個別協定が、近隣の小規 れた小規模・高 畑：1,800円 の 広 域 化 支

模・高齢化集落の農用地を協定農用地と 齢化集落の農地 援との重複

して取り込む。 面積に加算

超急傾斜農地保全管 協定農用地内の勾配が田で1/10以上、 傾斜基準を満た 田：6,000円

理加算※ 畑で20度以上である農地の保全と当該農 す田又は畑の面 畑：6,000円

用地で生産される農作物の販売促進を行 積に加算

う。

※超急傾斜農地保全管理加算はH29年度から基礎単価の協定も取り組めるよう要件が緩和

７ 返還の免責要件

５年間の協定期間中に農業生産活動が行われなくなった場合や農地を転用した場合は、

原則として協定の認定年度に遡って、協定農用地についての交付金の全額を返還する必要

がありますが、次の免責事由に該当する場合には、返還が免除又は要件が緩和されます。

免責事由 ※一部抜粋 返還の範囲 金額 措置される次期

協定農用地について耕作又は維持管理が行われなかった場合

①②③以外 全協定農用地 全額 認定年度以降返還

① 農業者の死亡、病気、その家族の病気等 当該農用地について

土地収用法に基づき収用もしくは使用を受けた場合 - 免除 当該年度以降交付停止

農業用施設用地とした場合等

② 新規就農者又は後継者の住宅に供する場合 当該農用地 全額 認定年度以降返還

林業又は水産業用施設用地とした場合

③ 15ha以上又は、集落連携・機能維持加算に取り組む集落 当該農用地 全額 認定年度以降返還

協定が集落戦略を作成した場合
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中山間地域等直接支払制度 対象地域図(第４期対策) 
 

                             平成２８年４月１日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        一般地域：地域振興４法の指定地域（市町村又は旧市町村単位） 

        特認地域 要件Ａ：一般地域に地理的に隣接する地域（センサス集落単位） 

        特認地域 要件Ｂ：農林統計上の中山間地域（S25 年の旧市町村単位） 
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○都市住民との交流イベントで地域活性化

○山羊・羊による除草で効率的に農地を維持

○集落ぐるみで鳥獣害を防ぐ

集落協定の取組活動事例

「日本棚田百選」に選ばれた北庄の棚田も人手不足か

ら耕作放棄地が増え、その復田と維持が課題だったが、

都市住民のボランティア支援グループと協同で景観再生

や農地維持、農作業等に取組み、交流が進むほど棚田は

蘇り、地域も元気になっている。

また、農薬を減らし、櫨干しした北庄棚田米の評判も

高い。

【主な取組実績】
○耕作放棄地の復田
○都市住民のボランティア登録 約300人

きたしょうちゅうおう

北庄中央 集落協定（久米南町）
協定面積：25.9ha 交付金額：686万円

高齢化や不在地主等により管理困難な広大な農地維持

のため、斜面の草を好むヤギと平地の草を食べるヒツジ

を放牧し、除草作業に力を借りている。

また、羊毛の作品作りや景観作物の作付け、ドローン

を利用した防除作業、集落ぐるみで野菜栽培も実施し、

学校給食への提供も行うなど、地域活性化につながって

いる。

【主な取組実績】
○放牧除草 約70a
○ドローンによる防除作業 約１ha

おか

岡 集落協定（赤磐市）
協定面積：8.1ha 交付金額：170万円

当該地区では以前、ニホンジカやイノシシが田や黒大

豆畑を荒らし、多大な損害を被っていたが、集落全体を

高さ2ｍの柵で囲むことで被害がなくなった。

また、集落ぐるみで点検作業や罠の設置を行うことで

効果を高めており、中断していた黒大豆づくりも再開し

た。
【主な取組実績】
○ワイヤーメッシュ柵設置 約3.5ｋｍ

せきもとちく

関本地区 集落協定（奈義町）
協定面積：17.6ha 交付金額：281万円

協同での稲刈作業

棚田と北庄棚田米

集落の仲間、山羊と羊

羊の毛刈り 共同作業

ワイヤーメッシュ

点検作業

黒大豆

捕獲された猪
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岡山県農林水産部



平成 30 年３月 20 日  

農 林 水 産 省 
 
 

平成 29年度 

環境保全型農業直接支払交付金の実施状況 

（見込み） 

 

○ 本実施状況(見込み)は、平成30年１月末現在で取りまとめた概数値です。 

○ 平成29年度の実施状況(確定)については、平成30年６月末までに都道府県からの報告に

基づき公表する予定としていますので、今後数値が変わり得ることに御注意をお願いし

ます。 

 

１．取組状況 
 

取組面積は、平成 28年度より増加すると見込まれます。 
 

 平成29年度 
（参考） 

平成28年度 増減（率） 

取組市町村数 899 888 11 (101.2%) 

取 組 件 数 3,841 3,740 101 (102.7%) 

取 組 面 積 89,778ha 84,566ha 5,213ha (106.2%) 

 
 

２．支援対象取組別の取組面積 
 

全ての取組で面積が拡大しており、特に「カバークロップ」や「堆肥の施用」の取組

が増加すると見込まれます。 
 

 
平成 29年度 （参考）平成 28年度 

増減（率） 
取組面積(ha) シェア 取組面積(ha) シェア 

カバークロップ 18,437  21%  16,772  20%  1,665ha (109.9%) 

堆 肥 の 施 用 20,048  22%  18,522  22%  1,526ha (108.2%) 

有 機 農 業 14,593  16%  14,427  17%  166ha (101.2%) 

地域特認取組 36,700  41%  34,845  41%  1,855ha (105.3%) 

計 89,778  100%  84,566  100%  5,213ha (106.2%) 
 

※ 取組面積については、平成27年度より支援を開始した「複数取組」（同一ほ場において１年間に複

数回の取組）を行った場合、各々の取組で各々面積を計上している（以下の統計表に同じ）。 

※ 表中の数値については、表示単位未満を四捨五入したため、合計値と内訳の計が一致しない場合が

ある（以下の統計表に同じ）。    
1



   
＜支援対象取組の概要＞ 

○ カバークロップ ：５割低減の取組（化学肥料及び化学合成農薬の使用を地域の慣
行から原則として５割以上低減する取組。以下同じ。）の前後
のいずれかに緑肥等を作付けする取組。 

○ 堆肥の施用 ：５割低減の取組の前後いずれかに炭素貯留効果の高い堆肥を施
用する取組。 

○ 有機農業 ：化学肥料及び化学合成農薬を使用しない取組。 

○ 地域特認取組 ：地域の環境や農業の実態等を勘案した上で、地域を限定して支
援の対象とする、５割低減の取組と合わせて行う取組。   

３．作物区分別の取組面積 
 

全ての作物で取組が拡大しており、特に「水稲」での取組が大幅に増加すると見込ま

れます。 
 

 
平成 29年度 （参考）平成 28年度 

増減（率） 
取組面積(ha) シェア 取組面積(ha) シェア 

水 稲 62,840  70%  59,375  70%  3,466ha (105.8%) 

麦 ･ 豆 類 10,755  12%  9,938  12%  817ha (108.2%) 

いも･野菜類 7,382  8%  6,839  8%  543ha (107.9%) 

果 樹 ･ 茶 1,951  2%  1,779  2%  172ha (109.7%) 

花き･その他 6,850  8%  6,635  8%  215ha (103.2%) 

計 89,778  100%  84,566  100%  5,213ha (106.2%) 
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平成２９年度環境保全型農業直接支払交付金取組内容（岡山県） 

１ 取組状況  

 ○取組市町村数      ２０市町村 

 ○交付件数        ５５件 

 ○取組面積     ２５０ｈａ 

 ○交付金額  １９，２３２千円 

 ○取り組み主体 有機農産物の生産集団、集落営農組織、地域の稲作研究会等 

 

２ 取組作物 （Ｈ３０．１月末現在(見込)） 

  取組面積：水稲 194ha(77.4%)、麦・豆類 8ha(3.2%)、いも・野菜類 34ha(13.5%) 

果樹・茶 0.4ha(0.2%)、花き・その他(そば等)14ha(5.7%) 

（％）  

             

 

３ 対象活動の状況  

         ｶﾊﾞｰｸﾛｯﾌﾟ 114ha(45.4%)、有機農業 121ha(48.5%)、堆肥 14ha(5.7%) 

      ﾋﾞｵﾄｰﾌﾟ 1.1ha(0.4%) 

 （％） 

            

 

４ 取組状況の変遷  

項  目 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

交付件数(件) ６３ ９４ ９３ ９２ ５１ ５２   ５５ 

取組面積(ha) ９２ １７１ １９８ １９６ ２２５ ２３６ ２５０ 

交付金額(千円） 7,263 13,656 15,691 15,495 17,525 18,270 19,232 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

水稲 麦・豆類 いも・野菜類 果樹・茶 花き・その他

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

カバークロップ 有機農業 堆肥の施用 ビオトープ
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取組面積の推移 

 

１ 作物別 

 

(ha) 

    

 

 

２ 取組別 

 

 (ha) 
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備前 県民局　Ｈ２９ 1,858 531 6,257 0 0 0 8,646

Ｈ２８ 1,561 487 5,447 0 0 0 7,495

比較増減 297 44 810 0 0 0 1,151

備中 県民局　Ｈ２９ 2,614 0 4,020 0 0 0 6,634

Ｈ２８ 3,112 0 3,482 0 0 0 6,594

比較増減 △ 498 0 538 0 0 0 40

美作 県民局　Ｈ２９ 6,889 899 1,864 0 0 108 9,760

Ｈ２８ 7,113 753 1,643 0 0 24 9,533

比較増減 △ 224 146 221 0 0 84 227

11,361 1,430 12,141 0 0 108 25,040

　Ｈ２８ 11,786 1,240 10,572 0 0 24 23,622

△ 425 190 1,569 0 0 84 1,418

県計　Ｈ２９

比較増減

有機
農業

水田内
ビオトー

プ
合計

平成２９年度環境保全型農業直接支払交付金　取組面積　対Ｈ２８

県民局

対象活動取組面積（a）

ｶﾊﾞｰ
ｸﾛｯﾌﾟ

堆肥の
施用

ﾘﾋﾞﾝｸﾞ
ﾏﾙﾁ

草生
栽培
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平成２９年度環境保全型農業直接支払交付金　取組一覧

カバークロッ
プの取組

堆肥の施用
の取組

有機農業
の取組

ビオトープ

備前 岡山市 3,910 297 3,613 0.27 3,126,396

備前市 99 99 0.18 79,200

瀬戸内市 2,487 278 2,209 1.04 1,778,419

赤磐市 283 283 0.10 226,400

和気町 314 261 53 0.33 251,200

吉備中央町 1,553 1,022 531 0.57 1,051,240

県民局計 8,646 1,858 531 6,257 0 0.37 6,512,855

備中 倉敷市 3,820 1,622 2,198 1.06 3,056,000

井原市 220 220 0.10 176,000

総社市 1,759 674 1,085 0.90 1,407,200

高梁市 248 248 0.05 198,400

新見市 94 94 0.02 75,200

早島町 340 318 22 4.82 270,919

矢掛町 153 153 0.15 122,400

県民局計 6,634 2,614 0 4,020 0 0.35 5,306,119

美作 津山市 2,082 1,422 660 0.47 1,665,600

真庭市 1,592 899 693 0.28 949,960

新庄村 1,348 1,007 341 3.97 1,078,400

鏡野町 662 554 108 0.38 465,621

奈義町 1,815 1,815 2.46 1,452,000

久米南町 597 427 170 0.45 470,600

美咲町 1,664 1,664 0.86 1,331,200

県民局計 9,760 6,889 899 1,864 108 0.60 7,413,381

合計 25,040 11,361 1,430 12,141 108 0.43 19,232,355

※カバー率は、農振農用地面積に占める取組面積の割合（農振農用地面積は、H28.12.31現在。農村振興課調べ）

面積
カバー率
％（※）

交付金額
（円）

県民局名 市町村名 合計

対象活動の実施面積（a）
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取組風景 

真庭市 

有機無農薬水稲栽培 

（アイガモ農法） 
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取組風景 

久米南町 

有機無農薬農業 

（ズッキーニ栽培） 
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〇２９年度の中国四国地域における取組別の実施面積（見込み）割合 

（平成３０年１月末現在） 

 

 

カバークロップ, 

28%

堆肥の施用, 

36%

有機農業, 28%

地域特認, 9%

中国四国地域

全体

カバークロップ, 

30%

堆肥の施用, 

41%

有機農業, 21%

地域特認, 8%

中国地域

カバークロップ, 

16%

堆肥の施用, 

11%

有機農業, 60%

地域特認, 13%

四国地域
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1 北 海 道 17,045 2 1,127,000 1.51% 15 
2 青 森 918 18 147,300 0.62% 28 
3 岩 手 4,082 6 142,500 2.86% 10 
4 宮 城 4,468 5 123,200 3.63% 7 
5 秋 田 1,611 13 142,800 1.13% 22 
6 山 形 7,868 3 113,400 6.94% 3 
7 福 島 2,447 11 136,000 1.80% 14 
8 茨 城 667 22 165,100 0.40% 37 
9 栃 木 3,306 8 120,600 2.74% 11 
10 群 馬 163 39 67,000 0.24% 43 
11 埼 玉 187 37 73,900 0.25% 41 
12 千 葉 679 21 122,100 0.56% 34 
13 東 京 1 47 6,800 0.01% 46 
14 神 奈 川 46 44 18,700 0.25% 42 
15 新 潟 4,668 4 161,600 2.89% 9 
16 富 山 753 19 56,400 1.34% 17 
17 石 川 1,351 15 40,400 3.34% 8 
18 福 井 3,353 7 39,400 8.51% 2 
19 山 梨 135 40 23,100 0.58% 30 
20 長 野 553 25 98,100 0.56% 32 
21 岐 阜 302 32 52,900 0.57% 31 
22 静 岡 382 30 64,100 0.60% 29 
23 愛 知 402 29 72,100 0.56% 33 
24 三 重 222 36 56,400 0.39% 38 
25 滋 賀 18,201 1 49,800 36.55% 1 
26 京 都 744 20 28,700 2.59% 12 
27 大 阪 17 45 12,400 0.14% 45 
28 兵 庫 2,952 9 67,900 4.35% 5 
29 奈 良 63 43 19,300 0.33% 39 
30 和 歌 山 73 42 31,200 0.23% 44 
31 鳥 取 466 28 31,800 1.47% 16 
32 島 根 1,537 14 33,700 4.56% 4 
33 岡 山 250 33 59,600 0.42% 36 

34 広 島 589 23 50,100 1.18% 21 
35 山 口 546 26 43,200 1.26% 19 
36 徳 島 177 38 28,400 0.62% 27 
37 香 川 87 41 28,400 0.31% 40 
38 愛 媛 229 34 46,300 0.49% 35 
39 高 知 228 35 26,100 0.87% 24 
40 福 岡 1,032 17 78,700 1.31% 18 
41 佐 賀 340 31 49,500 0.69% 26 
42 長 崎 1,743 12 43,600 4.00% 6 
43 熊 本 2,498 10 103,900 2.40% 13 
44 大 分 556 24 51,600 1.08% 23 
45 宮 崎 497 27 63,400 0.78% 25 
46 鹿 児 島 1,343 16 111,700 1.20% 20 
47 沖 縄 2 46 36,800 0.01% 47 

全 国 計 89,779 4,267,000 2.10%

資料： 平成２９年度環境保全型農業直接支払交付金の都道府県別取組状況（見込み）　H30.1.31農林水産省
耕地面積及び耕地の拡張・かい廃面積（H30.2.19公表）本地・けい畔別耕地面積　田畑計　農林水産省

平成２９年度都道府県別取組状況

カバー率
順位

耕地面積(ha)
（田・畑計）

（本地）
取組面積(ha)番号

取組面積
順位

カバー率
都 道 府

県
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